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・低い起業率
・不採算企業の存続
・雇用のミスマッチ
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経済の構造的な悪循環 ⇒デフレの継続にも

資源価格高騰

新陳代謝を阻害
する制度・慣行

設備投資
の低迷

人的資本形成
の停滞新興国との

価格競争

交易条件
の悪化

所得の
流出

正規・非正規の
労働コストの差

中間層の縮小

グローバル化
の負の側面

国内経済のダイナミズムの欠如
（イノベーションの停滞）

労働コスト
の圧縮

人
口
減
少

需要の
低迷

非正規雇用
の増加

社会保障に
よる若者か
ら高齢者へ
の所得移転

付加価値生産性の低迷
市場で評価される非価格競争力
のある財・サービスを産み出す力
の弱体化

非正規雇用の
訓練機会の不足

不活発な
新陳代謝

期待収益率
の低下

全体としての
貧困化

消費の低迷

若者の生活不安、
希望の喪失



○2010年の日本の労働生産性（ＰＰＰベース）はＯＥＣＤ諸国の平均よりも低い水準にある。
○労働生産性上昇率は、低下傾向にある。

１．付加価値生産性の低迷

２

出典：OECD.Statより作成
（注）労働生産性＝ＧＤＰ/（就業者数×労働時間）
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ＯＥＣＤ諸国の労働生産性（2010年）
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出典：内閣府「国民経済計算」より作成。
（注1）2001－2005年度平均までは2005年基準、2006－2010年度平均は2010

年基準。
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出典：財務省「法人企業統計季報」、European Committee of Central Balance Sheet Data Offices 
“Bach Database”より作成。
（注1）日本は2010年度、ドイツ・フランスは2010年の値。
（注2）ROA=営業利益/総資産、マージン率＝営業利益/売上高、総資本回転率＝売上高/総資産

2.08 
1.09 

1.91 

7.83 

2.28 
3.43 

5.82 

3.14 

1.86 

0

2

4

6

8

10

ROA マージン率 総資本回転率

卸・小売業の収益構造

日本 ドイツ フランス

3.04  3.16 

0.96 

5.23  5.04 

1.04 

4.22 

3.32 

1.27 

0

1

2

3

4

5

6

ROA マージン率 総資本回転率

製造業の収益構造

0

50

100

150

200

250

19

60

65 70 75 80 85 90 95 00 05 20

10

輸出物価指数
輸入物価指数
交易条件指数

交易条件の推移
（2005＝100）

出典：日本銀行「企業物価指数」より作成。 （年）

○交易条件は資源価格等の上昇による輸入物価の上昇、新興国との価格競争等による輸出物価の下落の両面から悪化。
○日本・ドイツ・フランスのROA（資本収益率）を比較すると、日本は製造業、卸・小売業ともに独・仏と比較して低い。ROAの内訳を見ると、

マージン率が低い水準となっている。
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２．グローバル化の負の側面①



○資源価格等の高騰、新興国との価格競争等による交易条件の悪化は、所得の流出を通じて国民の所得の減少をもたらしている。
○他方、海外からの所得の純受取は、近年GDP比で3％程度となっている。

２．グローバル化の負の側面②
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（注）実質GDI=実質GDP＋交易利得。

なお、実質GNI＝実質GDI＋海外からの所得の純受取
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出典：2011年度中小企業白書より。
（注１）アメリカの開廃業率は、雇用主の発生・消滅を基に算出。
（注２）イギリスの開廃業率は、VAT（付加価値税）及びPAYE（源泉所得税）登録企業数を

基に算出。

○日本は開廃業率共に、米国、英国と比較して低い水準で推移している。
○有効求人倍率を職種別に比較すると、医師等が5.5倍程度と非常に高く、他にもサービス業を中心に需給がタイトとなっている。一方、一

般事務や一般機械器具組立など、0.1～0.3程度の極めて有効求人倍率が低い職種があるなど、ミスマッチが目立っている。
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３．国内経済のダイナミズムの欠如（不活発な新陳代謝）

（上位10職種）

（下位10職種）



○企業が予想する今後3年間の我が国の期待成長率は80年代、90年代を通じて低下してきた。2000年代半ばには一時改善したものの、
リーマンショックにより低下。足元ではやや持ち直している。

○期待成長率の低下に伴い、固定資本形成が伸び悩み、近年では減耗を下回っている（資本ストックはネットで減少）。

３．国内経済のダイナミズムの欠如（設備投資の低迷）
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（注）純固定資本形成＝総固定資本形成－固定資本減耗

６

企業の期待成長率と実質GDP成長率の実績
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（注）上図の97年以前・下図の95年以前の実績は2005年基準。それ以外は2010年基準。



○世代別に非正規雇用割合を見ると、若年世代ほど、非正規雇用比率が高まっている。
○転職した非正規雇用者のうち３/４強は、再び非正規雇用となっており、非正規雇用の固定化がみられる。

７

４．中間層の縮小①
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（注１）「会社などの役員」以外の雇用者のうち、「正規の職員・従業員」以外の者の割合
（注２）勤め先での呼称のよる区分

出典：総務省「労働力調査（詳細集計）」
（注）過去３年に転職した非正規雇用の労働者のうち、現在も非正規雇

用として業務に従事している労働者の割合。
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○正社員以外にOJT又はOFF‐JTを実施している事業所の割合は、正社員に実施している事業所の割合の約半分である。正社員以外の労
働者の半分以上が教育訓練を事業所から受けていない。

○企業特殊的人的資本形成への投資額は1991年をピークに低下傾向にあり、企業による人材育成への取組が弱まってきている。

４．中間層の縮小②
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企業特殊的人的資本形成の推移

出典：宮川・滝澤（2012）
（注）厚生労働省「就労条件総合調査報告」より作成。同報告の「教育訓練費」とは、企
業の教育訓練施設に関する費用、講師・訓練指導員に対する手当・謝礼、講習会への
参加・委託訓練、国内・外留学に要する費用などをいう。
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○子供がいる世帯の貧困率を再分配前、再分配後で比較すると、日本は再分配後に貧困率はむしろ悪化している。

４．中間層の縮小③
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出典：OECD Factbook 2009 （日本のデータは国立社会保障・人口問題研究所の研究班が国民生活基礎調査を再集計した結果）より作成。

子どもがいる世帯の貧困率のOECD諸国との比較
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活発な
設備投資

需要の
増加

交易条件
の改善

所得
（ＧＮＩ）
の増加 分厚い中間層の

復活
グローバル化の
メリット活用

国内経済のダイナミズム
（活発なイノベーション）

新しい成長モデル

様々な教育・訓練
機会の拡充

多様な働き方の実現

活発な

新陳代謝

人的資本形成
の促進

正規・非正規
の差の解消

雇用機会の
充実

所得の
増加

・起業・転業・廃業しやす
い環境の整備

・労働移動の円滑化
・リスクマネーの供給
・規制緩和 等

消費の
増加

若者の不安解消・
活力再生

社会保障の
機能強化

付加価値生産性の向上
市場で評価される非価格競争力の
ある財・サービスを産み出す力の強化

新興国の財・サービス
との差別化

積極的な海外直投に
よる収益機会の獲得

期待収益率
の向上


